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農林水産省農産局穀物課豆類班

行政情報

　令和7年度補正予算畑作物産地生産体制確立・強化緊急対策事業について
ご紹介いたします。

●豆類をめぐる状況	 ●
　補助事業を紹介する前に、最近の豆類をめぐる現状として、小豆の国内生
産と輸入状況について簡単に説明いたします。

① 国内生産について
　国産小豆の供給元として、年々北海道の割合が高まっており、作付面積で
は8割強、収穫量では9割を超えています。作付面積は平成27年・28年に大き
く減少して以降、回復傾向にありますが、平成20年代前半の水準には戻って
いません。令和5年産は、記録的な高温・干ばつの影響により、単収が大きく
下がり収穫量が減少しました。令和6年産においては収穫量や単収とも回復し
ました。令和7年産は、産地やほ場によって豊凶差があり、今後も台風や高
温・干ばつなどの天候、病害虫による被害発生などの影響も懸念されるとこ
ろです。

畑作物産地生産体制確立・強化緊
急対策事業（令和7年度補正予算）
について

国産小豆の作付面積、収穫量の推移



3

行
政
情
報

豆類時報122号　2026年3月

② 輸入について
　小豆の輸入価格は、国際情勢等により穀物価格が高騰したことをうけて、
海外の産地で小豆から他の作物に転換されたことにより令和2年から上昇傾向
にあり、令和4年をピークに大きく上昇しました。
　また、物流については、新型コロナウイルス感染拡大下には、港湾作業の
停滞や世界的なコンテナ不足等に伴う輸入の遅れも発生しました。現在は正
常化しているものの、運河や地域的な問題、世界情勢の影響などは引き続き
懸念されるところであり、このような海外からの輸入に係るリスクが顕在化
した結果、海外産の調達を取り巻く環境は大きく変化しています。

北海道産小豆と輸入小豆の価格の推移

　このような中、海外産との価格差だけではなく、国産小豆の品質や安定供
給等を評価する実需者も出てきています。こうした実需者に応え、さらには
潜在的な国内需要を獲得していくためにも、小豆をはじめとした国産豆類の
安定供給が不可欠です。

●令和7年度補正予算畑作物産地生産体制確立・強化緊急対策事業	●
　国産豆類の安定供給に向けては、安定した国内生産が必要となりますが、
安定した作付面積を確保するには、生産者の収益性の確保・安定を図り、流
通業者や実需者と複数年にわたって播種前にあらかじめ取引価格を設定する
販売形態を導入することも有効であると考えられます。また、病害虫抵抗性
や作業性の向上等に資する新品種が開発されており、それらの導入を図るこ
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農林水産省HP
畑作物産地生産体制確立・強化緊急対策事業（令和７年度補正予算）について
https://www.maff.go.jp/j/seisan/tokusan/r7hosei_hatasakukyouka.html

とも有効と考えられます。
　このため、農林水産省では、令和７年度補正予算畑作物産地生産体制確
立・強化緊急対策事業を措置し、小豆、いんげん及び落花生を対象に、引き
続き複数年契約取引の他、小豆のエリモ167やきたいろは、いんげんの秋晴れ
などの新品種の導入、省力化に資する機械の導入を支援いたします。
　また、令和7年度補正では、新品種の導入を促進するため、新品種種子の
安定生産に対する支援を新たに措置しました。
　詳細については、農林水産省ホームページに掲載している「畑作物産地生
産体制確立・強化緊急対策事業の実施要領」等をご確認いただくとともに、
ご不明な点、ご意見等ありましたらお気軽にご相談ください。

●事業活用事例	 ●
　最後に、令和3年度補正予算の持続的畑作生産体系確立緊急対策事業にお
いて、省力作業機械や豆類の複数年契約取引の導入に取り組んだ地区の活用
事例の一部をご紹介します。事業の活用をご検討の場合などに、ご参考にし
ていただければと思います。
① 十弗利用組合（北海道豊頃町）

 品　　目：小豆
 取組内容：省力作業機械の導入（コンバイン）
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 取組成果：小豆の導入比率を10ポイント向上
	 R2年度：8.6％（7ha）→R6年度：18.6％（17.4ha）

② しれとこ金時生産組合（北海道斜里町）
　品　　目：いんげん
　取組内容：豆類の複数年契約取引
　取組成果：いんげんの複数年契約の取組（契約面積/作付面積）
	� R2年度：0ha/32.50ha　→　R6年度：38.93ha/55.75ha（契約取

引数量100％増加）

（以上）


